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（1） 最大判昭 51 年 4 月 14 日民集 30 巻 3 号 223 頁。判決では，昭和 47 年 2 月 10 日施行の衆議院議員選挙に関
して，各選挙区間の議員一人当たりの有権者分布比率が最大 1 対 4.99 であったことの合憲性について争われ
た。本判決に関しては，徳永貴志・砂原庸介「『一票の較差』判決―『投票価値の平等』を阻むものは何か」
法学セミナー734 号 60 頁（2016 年），山本元一「議員定数不均衡と選挙の平等」ジュリスト憲法判例百選Ⅱ［第
5 版］336 頁（2013 年），駒村圭吾「選挙権と選挙制度」法学セミナー683 号 64 頁（2011 年），井上典之「衆
議院定数訴訟と投票価値の平等」法学セミナー609 号 91 頁（2005 年）参照。　
―1―
〔論　説〕
千葉商大論叢　第 56 巻　第 1 号（2018 年 7 月）pp.1-16
　平成 28 年 7 月 10 日に施行された参議院議員通常選挙に関しても，各地で選挙無効訴訟
が提起され，最高裁判所は平成 29 年 9 月 27 日に東京都選挙区と神奈川県選挙区の選挙人
らに対してそれぞれ判決を下した（以下，「平成 29 年大法廷判決」とする。なお，これら
2 つの判決は同内容である）。本判決に先立って，平成 24 年と平成 26 年に，最高裁判所
は参議院議員通常選挙の選挙区選挙における投票価値の不平等が違憲状態にあるとして，
それを是正するために選挙制度の仕組み自体を早急に見直すことを求める判決を下し（以
下，「平成 24 年大法廷判決」，「平成 26 年大法廷判決」とする），両判決を受ける形で平成
27 年には公職選挙法が改正されている（以下，「平成 27 年改正公職選挙法」とする）。平

























ぐる訴訟と最高裁から国会へのメッセージ―」中京ロイヤー24 号 1 頁（2016 年），佐藤研資「参議院選挙制
度の改革―１票の較差・定数是正問題を中心として―」立法と調査 336 号 13 頁（2013 年），拙稿「参議院（選
挙区選出）議員選挙における定数不均衡―平成 21 年 9 月 30 日最高裁判所大法廷判決―」千葉商大論叢 48
巻 1 号 101 頁（2010 年）参照。
―2―
千葉商大論叢　第 56 巻　第 1 号（2018 年 7 月）
公職選挙法と改められた。これ以降，公職選挙法は幾度かの改正が重ねられてきている。
　まず，昭和 47 年に沖縄県が本土に復帰するのに合わせて沖縄選挙区に 2 人が加わり，
参議院議員の定数が 252 人になった。昭和 57 年には全国区制が廃止され，拘束名簿式比
例代表制が導入され，地方選出議員は選挙区選出議員へと名称が改められた。平成 6 年に
は 7 選挙区で 8 増 8 減された後，平成 12 年には参議院議員の総定数は 10 人削減され 242
人となり，この内，比例代表選出議員が 96 人，選挙区選出議員が 146 人という構成に改




成 24 年の公職選挙法改正では，平成 25 年 7 月の通常選挙に向けてというかたちで，選挙
区選挙について 4 増 4 減が行われた。選挙制度自体の抜本的見直しについては，平成 25





れ 2 人増加し，宮城県，新潟県，長野県では定数がそれぞれ 2 人削減された。なお，同法





平成 4 年に施行された参議院議員通常選挙の際には 6.59 倍に拡大している。平成 6 年の
改正によって較差は 4.81 倍に縮小したが，平成 7 年から平成 22 年までに施行された通常
選挙では 5 倍前後で推移している。平成 27 年の改正の後に実施された平成 28 年 7 月 10
日の参議院通常選挙においては，選挙区間の最大較差は 3.08 倍に縮小している（5）。






（4） 平成 27 年の公職選挙法改正の経緯に関しては，小松由季「参議院選挙制の見直しによる『合区』の設置―
公職選挙法の一部を改正する法律―」立法と調査 368 号 3 頁（2015 年）参照。
（5） 参議院議員の定数の変遷と人口較差の変動については，三輪和宏・河島太朗「参議院の一票の格差・定数是
















　平成 27 年改正公職選挙法と本件定数配分規定の合憲性に関しては，平成 27 年改正公職
選挙法が，合区などこれまでにない手法を導入し，選挙区間の最大較差を平成 25 年選挙















（6） 最大判平 29 年 9 月 27 日民集 71 巻 7 号 175 頁。本判決に関しては，松本和彦「参議院議員定数不均衡訴訟」
法学教室 448 号 123 頁（2018 年），只野雅人「参議院選挙区選挙と投票価値の平等」論究ジュリスト 24 号
198 頁（2018 年），堀口伍郎「平成 28 年参議院議員通常選挙における 1 票の較差」法学セミナー756 号 96 頁
（2018 年），千葉勝美「司法部の投げた球の重み―最大判平成 29 年 9 月 27 日のメッセージは？」法律時報
89 巻 13 号 4 頁（2018 年），多田一路「参議院議員選挙における一部合区後の定数配分規定の合憲性」TKC ロー
ライブラリー・新判例解説 Watch 憲法 134 号 1 頁（2017 年），齊藤愛「平成 28 年参議院議員選挙と投票価
値の平等」法学教室 450 号 44 頁（2018 年），平成 29 年大法廷判決で争われた平成 28 年の参議院議員通常選
挙に関する各地の下級審判決を中心とした論考として，小林直三「一連の参議院議員定数不均衡高裁判決に
関する一考察〜名古屋高裁平成 28 年 11 月 8 日判決を中心に〜」WestlawJapan 判例コラム 94 号 1 頁（2017
年）参照。
―4―































































































判断の手法は昭和 52 年 7 月 10 日行われた参議院議員通常選挙における 1 対 5.26 の較差



















（7） 最大判昭 58 年 4 月 27 日民集 37 巻 3 号 345 頁。本判決に関しては，辻村みよ子「議員定数不均衡と参議院の
『特殊性』」憲法判例百選Ⅱ［第 2 版］320 頁（1994 年），久保田きぬ子「参議院地方選出議員定数訴訟に対
する第 2 の最高裁大法廷判決について」判例時報 1077 号 3 頁（1983 年），高野真澄「参議院議員定数最高裁
判決について」ジュリスト 794 号 13 頁（1983 年），野中俊彦「参議院定数不均衡合憲判決の検討」法学セミ
ナー342 号 16 頁（1983 年），同「参院定数不均衡合憲判決についての若干の考察」判例時報 1077 号 7 頁（1983
年）参照。




















める平成 24 年，平成 26 年の両大法廷判決と比べてみると，若干緩やかな表現が用いられ
ているようにも思われる。
（3）二院制








（9） 最大判平 24 年 10 月 17 日民集 241 号 91 頁。本判決では，平成 22 年 7 月 11 日施行の参議院議員通常選挙に
関して，選挙当時の選挙区間における議員一人当たりの選挙人数の最大較差が 1 対 5.00 であったこと合憲性
について争われた。本判決に関しては，辻村みよ子「参議院における議員定数不均衡」憲法判例百選Ⅱ［第
6 版］332 頁（2013 年），只野雅人「参議院議員定数不均衡訴訟」法学教室 401 号判例セレクト 2013［Ⅰ］4
頁（2013 年），新井誠「参議院議員定数不均衡訴訟上告審判決」平成 24 年度重要判例解説 8 頁（2013 年），
工藤達朗「参議院議員選挙と投票価値の平等―参議院議員選挙無効請求事件」論究ジュリスト 4 号 92 頁（2013
年）参照。
（10）最大判平 26 年 11 月 26 日民集 68 巻 9 号 1363 頁。本判決に関しては，市川正人「平成 25 年参議院議員選挙
と『一票の較差』」平成 26 年度重要判例解説 8 頁（2015 年），櫻井智章「4 増 4 減改正後でもなお『違憲状態』
と判断した参議院『一票の格差』平成 26 年判決」速報判例解説 vol.17・15 頁（2015 年），高作正博「公職
選挙法一四条，別表第三の参議院（選挙区選出）議員の議員定数配分規定の合憲性」判例時報 2265 号 132
頁（2015 年），斎藤一久「平成 25 年参議院議員選挙無効訴訟」法学セミナー721 号 110 頁（2015 年）参照。
―8―














　このように，昭和 58 年大法廷判決と平成 29 年大法廷判決は二院制から導かれる参議院
の特性と投票価値の平等との関係に関して論理が異なっている。この点について平成 29
年大法廷判決がその理由として指摘しているのは，「長年にわたる制度及び社会状況の変
















のは，選挙制度の抜本的な是正を求めた平成 24 年大法廷判決であろう。平成 24 年大法廷








としながらも，平成 24 年判決で争われた平成 22 年 7 月 11 日の選挙後に国会に提出され
た公職選挙法の一部を改正する法律案が，その附則で選挙制度の抜本的な見直しについて
引き続き検討を行う旨の規定を置いているという事情について論じた。平成 26 年大法廷
判決も平成 24 年大法廷判決と同様に，平成 24 年大法廷判決が下された平成 24 年 10 月





なわち，平成 25 年の選挙までの間には，平成 24 年に公職選挙法の改正が成立し，そこで
は選挙区選挙の定数配分が 4 増 4 減されたこと，同附則において平成 28 年の通常選挙に
向けて引き続き選挙制度の抜本的な見直しについて検討し結論を得ると併記されたこと，












れ，それにより数十年にわたり 5 倍前後で推移してきた最大較差が 2.97 倍（本件選挙時





（11）最大判平 21 年 9 月 30 日民集 63 巻 7 号 1520 頁。本判決では，平成 19 年 7 月 29 日施行の参議院議員通常選
挙における選挙当時の選挙区間における議員 1 人当たりの選挙人数の最大較差 1 対 4.86（平成 17 年 10 月実
施の国勢調査結果を基にすると最大較差 1 対 4.84）の合憲性が争われた。本判決に関しては，只野雅人「公
職選挙法 14 条，別表第三の参議院（選挙区選出）議員の議員定数配分規定の合憲性」判例時報 2072 号 164
頁（2010 年），井上典之「参議院定数訴訟における投票価値の平等―平成 21 年大法廷判決とその含意」ジュ
リスト 1395 号 31 頁（2010 年），上田健介「参議院議員定数配分規定の合憲性」平成 21 年度重要判例解説 8
頁（2010 年），上脇博之「参議院選挙区選挙の最大較差 4.86 倍を『大きな不平等』として選挙制度の仕組み
の見直しを求めた 2009 年最高裁大法廷判決」速報判例解説 vol.6・19 頁（2010 年），拙稿・前掲注（2）参照。
―10―






昭和 39 年の初の大法廷判決，定着期としては昭和 58 年大法廷判決，選挙制度の抜本的改
正に向けた要求をした時期としては平成 24 年，26 年大法廷判決であろう。
　初期の判決として挙げた昭和 39 年大法廷判決は，参議院議員通常選挙の議員定数不均
衡に関する最高裁判所による初の判決である（12）。昭和 39 年大法廷判決では，憲法 14 条
の趣旨に鑑みると，議員数を選挙人の人口に比例して配分することが望ましいとしながら
も，憲法にはこれを積極的に定めている条文は存在せず，他の要素を加味することも禁止















れる場合であると論じられた。平成 8 年大法廷判決では，平成 4 年 7 月 26 日に実施され






値の不均衡が違憲状態と判断されたのは，本判決が初めてであり，おおむね 1 対 6 の較差
までが参議院における投票価値の不均衡が合憲と判断される目安とされるようになった。
（12）最大判昭 39 年 2 月 5 日民集 18 巻 2 号 270 頁。本判決に関しては，常本照樹「議員定数判決の構造　議員定
数不均衡（1）・（2）」法学教室 211 号 81 頁・同 212 号 94 頁（1998 年），芦部信喜「議員定数不均衡の司法審
査」ジュリスト 296 号 48 頁（1964 年）参照。
（13）最大判昭 58 年 4 月 27 日民集 37 巻 3 号 345 頁。本判決については前掲注（7）参照。
―11―
合原理映：参議院議員通常選挙に対する選挙無効訴訟
　また，この時期に注目すべきは，平成 16 年大法廷判決であろう（15）。平成 12 年に公職
選挙法は参議院の議員定数を 10 人削減し，比例代表選挙を非拘束名簿式比例代表制に改
正された（以下，「平成 12 年改正公職選挙法」とする）。本法の下で行われた平成 13 年 7
月 29 日の参議院議員通常選挙に関しても，選挙区選挙の定数配分規定における 1 対 4.79















なく，投票価値の平等はできる限り 1 対 1 に近づけるべきで，1 対 2 を超える較差は違憲
と判断されるということである。追加反対意見では，都道府県の地域的な事情を国政に反
（14）最大判平 8 年 9 月 11 日民集 50 巻 8 号 2283 頁。本判決に関しては，井上典之「参議院（選挙区選出）議員
定数不均衡訴訟大法廷判決」判例時報 1594 号 184 頁（1997 年），辻村みよ子「議員定数不均衡と参議院の特
殊性」憲法判例百選Ⅱ［第 5 版］340 頁（2007 年），安西文雄「立法裁量論と参議院選挙区における投票価
値の平等」法学教室 196 号 26 頁（1997 年），川神裕「公職選挙法（平成 6 年法律第 2 号による改正前のもの）
14 条，別表第 2 の参議院（選挙区選出）議員の議員定数配分規定の合憲性」最高裁時の判例Ⅰ公法編 73 頁（2003
年）参照。
（15）最大判平 16 年 1 月 14 日民集 58 巻 1 号 56 頁。本判決に関しては，河島太朗「参議院定数訴訟における最高
裁判例の最近の展開」レファレンス 684 号 65 頁（2008 年），東京大学判例研究会（姜光文執筆）「最高裁判
所民事判例研究・民集 58 巻 1 号」法学協会雑誌 123 巻 5 号 254 頁（2006 年），近藤敦「参議院の議員定数と
憲法 14 条」法学セミナー605 号 122 頁（2005 年），今関源成「参院定数不均衡最高判決―最高裁 2004 年 1
月 14 日大法廷判決をめぐって」ジュリスト 1272 号 88 頁（2004 頁），野中俊彦「非拘束名簿式比例代表制お
よび選挙区選出議員定数配分規定の合憲性」法学教室 286 号 8 頁（2004 年），常本照樹「参議院における選
挙区選出議員定数配分の合憲性」民商法雑誌 13 巻 1 号 112 頁（2004 年），拙稿「参議院議員定数不均衡訴訟
における最高裁判所の立法裁量論―平成 16 年 1 月 14 日最高裁判所大法廷判決を中心にして―（1）・（2）」













































（20）最大判平 21 年 9 月 30 日民集 63 巻 7 号 1520 頁。前掲注（11）参照。
（21）定数訴訟における最高裁判所の変化について，平成 20 年に就任した竹崎博允最高裁判所長官の時代に位置
づけて論じたものとして，赤坂幸一「司法制度改革へのアンビヴァレンス―竹崎博允―」法律時報 89 巻 3




年と平成 26 年の両大法廷判決を受ける形で，平成 27 年改正公職選挙法が成立し，そこで
は一部選挙区の合区というこれまでにない手法が採用された。その結果，数十年にわたり
5 倍前後で推移してきた選挙区の議員一人当たりの人口の最大較差を 2.97 倍（本件選挙時





































千葉商大論叢　第 56 巻　第 1 号（2018 年 7 月）
もって合理的期間の区切りをつけないままにすることはできないのではなかろうか（25）。
 （2018.5.20 受稿，2018.6.21 受理）
（24）齊藤・前掲注（6）47 頁。近時の判例には，従来の判断基準の流動化がみられるという指摘もある。三輪・
河島・前掲注（5）4 頁参照。









　本稿は，平成 29 年 9 月 27 日に最高裁判所大法廷によって下された平成 28 年 7 月 10 日
実施の参議院議員通常選挙における議員定数配分規定の合憲性に関する判決の評釈であ











千葉商大論叢　第 56 巻　第 1 号（2018 年 7 月）
Casino in Japan?
―The Path Towards Catastrophe ―
 Mitsuyo Tamura 
　There has been a debate over casinos in Japan for some 20 years. Formally, gambling 
is prohibited by the criminal law act 186 and 187. In spite of the prohibition, there is 
over 2 trillion Japanese yen industry which provides slot-like gaming ‘Pachinko’(1). 
Recently, there was a major change in Japanese gambling history. The legislation in 
2016 made Japan to be able to have 3 legal casinos. Here, I will summarize the law 
making process and illustrate the issue Japan must face.
　In 1999, The governor of Tokyo city Shintaro Ishihara stated the city could have a 
casino in bay area. Later, it turned out that casinos will be still prohibited under the 
criminal law, even if the regulation of Tokyo city had changed. Japan was experiencing 
the long recession then. The Casinos were expected to be the breakthrough of the 
economy. In 2001, ‘the Committee Concerning Public Casino’ was formed in LDP (Liberal 
Democratic Party), later the committee changed its name to ‘the Committee Concerning 
Casino and International Sight-seeing Business’. In December 2002, the committee was 
integrated into ‘the Committee Concerning Casinos as International Sight-seeing 
Business’. Also, Democratic Party had ‘Study Group of Democratic Party Healthy 
Development of International Sight-seeing Business’.(2)
　The union of the Diet members was formed in 2010 to construct the IR (integrated 
resorts) including casinos. The union’s members were from both LDP and the opposites 
parties. The union is called IR Giren. Their aim was to encourage both the local 
governments’ and private sectors’ economic development. The primary goal was to 
legalize casinos.
　In 2013, the first draft was submitted to the Diet by members. Though the law was 
scrapped once because of the dissolution and following election of the lower house, it 
was submitted again in 2014. The legislation was in the 2016 . Opponents to casinos 
criticize ruling parties spending too little time discussing downsides of casinos.
　The law, though, only allow 3 gambling facilities as exception of the criminal law in 
Japan. They have to state detailed bylaws. The amendments require the law review 
after 7 years from the legislation. This means there would be more than 3 casinos in 
Japan in the future.
　At the time the law was passed, many newspapers and surveys were against 
legalization of casinos.(3) The opponents’ concerns were about security of the area, 
money laundering, and increase of gambling addicts. Japan has already had huge 
gaming industries which cause many people with gambling problems. Government 
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sponsored gambling such as horse racing, bicycles, boats, TOTO and so on are regarded 
as ’legal’ gaming in Japan. A research funded by the Ministry of Health, Labor and 
Welfare shows 5.5 million people suffered from gambling addiction solely because of the 
‘legal’ gaming called Pachinko and Pachislo.(4) The ‘Pachinko’ is still legal because of 
what is called the third-stores-system. The system works as follows. The ‘Pachinko’ 
facilities offer customers medals. The third party store exchange medals into real 
money. The two stores are regarded as ‘independent’ from each other, so ‘Pachinko’s 
customers are not gambling for money.
　There are significant risks of applying technologies of ‘Pachinko’ to casinos. One is 
Japanese patent No.3029582(5) which uses subliminal effects by showing gamblers flushes 
of images of jackpots to continue gambling. This patent’s holder is a ‘Pachinko’ pinball 
machines maker Fuji. Another risk is Omron’s patent (JP4951995B2)(6) for face 
identification. By remembering gamblers’ faces, the House can control ‘beginner’s luck’ 
or ‘small jackpots’ to encourage gamblers to coming back to casinos even though they 
are losing money.
　In April 2018 , the bylaws’ enactment draft was admitted by the cabinet, and 
submitted to the Diet. The law itself was submitted by the Diet members, but this time, 
the bylaws was submitted by the cabinet. First, the government side (LDP and the new 
Komei party) decided to regulate over casino entries of Japanese citizens. There is no 
limit of visits to casino for foreign people, but for the Japanese citizens’ visits will be 
limited to 3 times in a week, 10 times in 28 days. Also, they need to pay 6000 yen as an 
entry fee. The fee was slightly inexpensive compared to that of Singapore. The Prime 
Minister Shinzo Abe stated earlier that the fee had to be ‘the world most expensive’, he 
is facing the criticism over the inexpensive fee.
　Although the fee was criticized as too inexpensive, the fee itself is considered as a 
problem for gamblers. Gamblers will try to win bigger than the entry fee and once they 
enter casino, they would try to stay long because of the limitation of visits.(7) 
　The next step for legal casino is to pass the bylaws in the Diet. The path is regarded 
to be tough because of the voices of the opponents and the political turmoil caused by 
the corruption of the cabinet doubts and a sexual harassment allegation by the top 
official of the Ministry of Finance.
　The local debates over casinos could be fierce. Osaka, one of the strong candidates of 
the IR including a casino, faces the strong opposition from the gamblers and their 
families. Yokohama, also a candidate, is now facing the opposition from the powerful 
leaders governing the bay area.(8) The leaders of private sectors in Yokohama require 
IR facilities without a casino. Concerning the fact that a casino benefits are over 40% of 
the total IR gains, the IR without a casino is unrealistic. Consequently Yokohama is no 
longer regarded as a candidate city. Osaka, Hokkaido, Wakayama, Nagasaki prefectures 
were reported as the candidates.(9)
　Japan will have to decide to have casinos which enable Japanese citizens to gamble 
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or to abandon the idea of having IR facilities at all. Either way, there will be enormous 
costs. The biggest cost is the increase of patients with gambling problems.
　Casinos are gambling addicts’ factories. There are no clock, nor window, so that 
gamblers lose track of time. In most cases, alcohol is offered flawlessly for almost free of 
charge, so they become bolder when gambling. Loud music and sound of jackpots are 
the other booster. 
　The gambling addiction is a disease. It is defined by American Psychiatric 
Association in DSM-5 (Diagnostic and Statistical Manual of Mental Disorders ver.5).
　Gambling Disorder is defined as follows;
　A Persistent and recurrent problematic gambling behavior leading to clinically 
significant impatient or distress, as indicated by the individual exhibiting four (or more) 
of the following in a 12-month period:
a.  Needs to gamble with increasing amounts of money in order to achieve the desired 
excitement.
b. Is restless or irritable when attempting to cut down or stop gambling.
c. Has made repeated unsuccessful efforts to control, cut back, or stop gambling.
d.  Is often preoccupied with gambling (e.g. having persistent thoughts of reliving past 
gambling experiences, handicapping or planning the next venture, thinking of ways 
to get money with which to gamble).
e. Often gambles when feeling distressed (e.g., helpless, guilty, anxious, depressed).
f.   After losing money gambling, often returns another day to get even (“chasing” one’s 
losses).
g. Lies to conceal the extent of involvement with gambling.
h.  Has jeopardized or lost a significant relationship, job, educational or career 
opportunity because of gambling.
i. Relies on others to provide money to relieve financial situations. 
　B. The gambling behavior is not better explained by a manic episode.
　The other definition is provided by WHO as ICD-10. Here, I will show another 
common approach by Gamblers Anonymous’ 20 questions.
1. Did you ever lose time from work or school due to gambling?
2. Has gambling ever made your home life unhappy?
3. Did gambling affect your reputation?
4. Have you ever felt remorse after gambling?
5.  Did you ever gamble to get money with which to pay debts or otherwise solve 
financial difficulties?
6. Did gambling cause a decrease in your ambition or efficiency?
7.  After losing did you feel you must return as soon as possible and win back your 
losses?
8. After a win did you have a strong urge to return and win more?
― 19 ―
Mitsuyo Tamura：Casino in Japan?  
9. Did you often gamble until all your money was gone?
10. Did you ever borrow money to finance your gambling?
11. Have you ever sold anything to finance gambling?
12. Were you reluctant to use “gambling money” for normal expenditures?
13. Did gambling make you careless of welfare of yourself or your family?
14. Did you ever gamble longer than you have planned?
15. Have you ever gamble to escape worry, trouble, boredom, loneliness, grief or loss?
16.  Have you ever committed, or considered committing, an illegal act to finance 
gambling?
17. Did gambling cause you to have difficulty in sleeping?
18. Do arguments, disappointments or frustrations create within you an urge to gamble?
19.  Did you ever have an urge to celebrate any good fortune by a few hours of 
gambling?
20.  Have you ever considered self-destruction or suicide as a result of your gambling?
　Answering to these questions, or knowing the definition of gambling addiction, people 
with gambling problems realize they need medical help. But the reality in Japan is too 
far from the ideal understanding of gambling addiction. The Canadian research shows 
only 6% of people with gambling problems seek for any type of (treatment) service, only 
3% seek for medical help. This fact shows how difficult it is to estimate accurate 
numbers of gambling addicts. 
　The history of ban on gambling is as old as human cultures. There are evidence 
which show there were problem gamblers who lost everything in ancient Egypt. In 
Japan, the Empress Jito prohibited dice gambling in 8th century. Gambling was 
prohibited in Medieval Edo era and also by pre-WW2 criminal law. 
　Japanese modern history of treating gambling addiction is immature. In the first 
stage, addiction treatment started only as alcohol addiction treatments. In 1958, the first 
sobriety circles were established. In 1981 , the Kurihama hospital was established as 
special treatment center to admit alcoholics.
　According to Craig Nakken, there are 3 stages of addiction. The 1st stage is to change 
the inner self, the 2nd stage is to change their lifestyle, and the 3rd stage is the beginning 
of falling apart of life.(10)
　Treatment of addiction has three parts. One is the participation in self-help groups, 
second is the medication, and the third is regular visits to clinics or hospitals.
　As in Singapore, Japan will have to have a support system for gambling addicts. 
There, there is a telephone hotline active 24 / 7 , 365 days. The casino’s websites have 
links for the support system. Unfortunately, Japan lacks the gambling addict specialists 
comparing to other developed countries. Gamblers Anonymous (GA) has fewer meetings 
compared to Alcoholics Anonymous (AA) in Japan. One of the reasons could be that the 
Japanese regard gamblers as losers who lack self-control. On the other hand, the idea of 
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treatment for people with gambling problems and their families require Japanese 
society to regard them as patients who need medical help.
　The other cost is about the failure of the IR itself. The IR facilities require many 
international hotels and activities. Take the example of IRs in Singapore. They have 
theme parks, safari, exquisite restaurants, scenic swimming pools and so on. On the 
other hand, only one casino is permitted to operate in one IR like in future Japan. The 
IR won’t attract customers if other facilities were lame. Can Osaka become the next 
Singapore? The Asian market could be considered saturated. Do Asia need another 3 
IRs? The international funds could be lifted if the Japanese IRs failed. No matter how 
Japanese government tries to encourage domestic funds, the foreign investors would 
dominate the casino economy. The facts shown in the native American casino is 
horrible. While most Native Americans continue to live in poverty, many non-Indian 
investors are extracting hundreds of millions of dollars(11). The same can be said to 
Japan. In the future,  enormous amount of problem gamblers and deserted constructions 
would be left behind. 
　Other aspects are given from economists, as Nobel-Prize winner Paul Samuelson 
stated in his work, ‘there is a substantial economic case to be made against gambling ... 
it involves simply the sterile transfers of money or goods between individuals, creating 
no new money or goods. Although it creates no output, gambling does nevertheless 
absorb time and resources. When pursued beyond the limits of recreation, where the 
main purpose after all is to “kill time”, gambling subtracts from the national income’ (12). 
By Earl L. Grinols, ‘in the long term, most economists believe quantity demanded equals 
quantity supplied’ (13). After all, gambling business is a zero-sum game. The same could 
be said about creating jobs. As an example, in New Joursy, when the casino opened, 
there were 311 taverns and restaurants in the city, nineteen years later, only 66 
remained.(14) The work force only shifted from small business to big casino business 
(which ended up in failure). Killing small business is  proven in a thesis by economists 
James Heintz and Robert Pollin in the University of Massachusetts.(15)
　Trends in casino revenues in the United States is decreasing from 2000. The growth 
rate was around 15% in fiscal year 2000, but in 2009, down to -10%. One of the world’s 
largest accounting firms KPMG found gambling to be the most common motivator of 
frauds.(16)
　We can also learn from the example of the Kangwon land in Korea. There are 17 
casinos in Korea, of which Kangwon Land is the only casino where Korean citizens can 
gamble. The city is filled with Koreans, but the profit is limited. In the past, Korea had 
‘Pachinko’-like legal gaming called ‘Medal-chigi’. In 2006, the Korean government 
decided that the ‘Medal-chigi’ was illegal and shut down all gaming facilities for good. 
Instead, they had legal casino for Korean citizens, the Kangwon Land. The IR project is 
now regarded as a failure. The reasons were analyzed as follows. The IR was too far 
from the international airport and Seoul City (4 hours car ride). The other activities 
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other than casino were unattractive. 
　Let’s look at the Japanese candidate cities. All cities are far from international airports 
such as Narita or Kansai International. Inviting many international hotels to the new 
IRs would be hard because they already have them in center of Tokyo. The candidate 
sites are too small to have many attractions as Singapore or Las Vegas. Evidence shows 
that Japanese IRs with casino could become second Kangwon Land.
　The third risk (cost) is about lawsuits similar to tobacco. Considering the addictive 
nature of VGMs (Video Game Gambling Machines) enables people with gambling 
problems to suit the gaming industries. As the tobacco companies experienced in 1996, 
the gaming industry could face multi-billion penalties.(17)
　There are three big cost-factors for Japan to have the IRs described above. One is 
the risk of the increase of gambling addicts. The other cost is the commercial failure of 
the IRs themselves and the risk of mega law suits. 
　No one discourage local governments from developing economically, but we have to 
be cautious when applying foreign methods to Japan. The Japanese effective pay rate 
has been decreasing for about three years. Peoples’ money at their hands becomes less 
and less these days. Economical divides is becoming greater these days. Japan cannot 
afford another failure.
　We can look back the ‘bubble ’economy through 1980’s to early 1990’s when huge 
developments of leisure facilities ended up in failures. Japan had to keep spending the 
running costs of failed facilities, or to demolish expensive ones.
　In the end, there are two major questions to be answered. Can we medically treat 
more gambling addicts? Can we take risks of IRs’ failures? Answering to these 
questions, we have to gamble at the stakes of future Japanese economy.
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Abstract
　In this paper, I will illustrate issues surrounding Casinos in Japan. Historically, Japan 
didn’t have a casino, but in 2018, the law was passed in the Diet that enables Japan to 
have 3 casinos. I look back to see the process of lawmaking. Also, I will show gambling 
problems now and in the future. Though there are many books and papers which 
encourage Japan to have casinos for economic reasons, this paper will be the summary 
of opposite opinions about casinos in Japan.
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100％子会社（以下「本件旧子会社」という）を合併し，本件旧子会社の法人税法 57 条 2
項に規定する未処理欠損金額（繰越欠損金）を引き継いだ事案において，国税不服審判所
平成 28 年 7 月 7 日裁決（裁決事例集未登載：TAINS コード　F0－2－672。以下「本裁決」
という）は，法人税法 132 条の 2 を適用して上記繰越欠損金の引継ぎを否認する課税処分
の適法性を認めた。
　この事案のポイントは 2 つある。1 つは，請求人が繰越欠損金の引継ぎのための 2 枚の










　ヤフー事件の最高裁平成 28 年 2 月 29 日第一小法廷判決（民集 70 巻 2 号 242 頁）は，
法人税法 132 条の 2 にいう「法人税の負担を不当に減少させる結果となると認められるも
の」とは，「法人の行為又は計算で組織再編税制に係る各規定を租税回避の手段として濫
用することにより法人税の負担を減少させるものであること」をいい，この場合の濫用の







法人税法 57 条 3 項の適用はない。本件合併は 5 年要件を満たしており，また，引継ぎの対象となったのは
本件被合併法人の特定資本関係事業年度以後に発生した繰越欠損金であった。かように，請求人は，繰越欠
損金の引継ぎのための 2 枚の “フリーパス” を有していたのである。
―25―








































成に係る行為計算否認規定（法人税法 132 条の 2）が適用された事例―国税不服審判所平成 28 年 7 月 7 日裁
決―」税務事例 50 巻 4 号 67 頁以下参照。
―26―



















2　最高裁昭和 44 年 2月 27 日第一小法判決（民集 23巻 2号 511 頁）
　この法理の適用を最高裁として初めて認めたのは最高裁昭和 44 年 2 月 27 日第一小法判











（4） 江頭憲治郎『株式会社法〔第 7 版〕』41 頁以下（有斐閣 2017）参照。
















3　最高裁昭和 48 年 10 月 26 日第二小法廷判決（民集 27巻 9号 1240 頁）
　実質的同一性の議論との関係では，最高裁昭和 48 年 10 月 26 日第二小法廷判決（民集


















（6） 法人格の否認の法理の適用はこれら 2 つの場合に限定されるかという点に関する議論について，差し当たり，







































（8） 東条敬「判解」最高裁判例解説民事篇昭和 48 年度 50～51 頁参照。
（9） もちろん，このような場合でも，新旧両会社を全く同一の法人格であると解することは無理があろう。この





























（10）荒木尚志『労働法〔第 3 版〕』451 頁（有斐閣 2016）。
（11）菅野和夫『労働法〔第 11 版補正版〕』714～715 頁（弘文堂 2017）参照。なお，とりわけ整理解雇の場面に
おいて解雇の客観的合理性と社会的相当性という要件は，裁判所によって，①人員削減の必要性，②解雇回
避努力，③解雇対象者選定（人選）の合理性，④解雇手続の妥当性の 4 つの要件ないし要素として，具体化
されている。水町勇一郎『労働法〔第 6 版〕』179 頁以下（有斐閣 2016），荒木・前掲注（10），303 頁以下参照。
（12）荒木・前掲注（10），63～67 頁，菅野・前掲注（11），714～715，964，989～990 頁，後述する徳島船井電機事


















































（22）労働法分野において法人格否認の法理の適用の嚆矢となったものといわれているのは仙台地裁昭和 45 年 3
























































（2）札幌地裁昭和 50 年 10 月 11 日決定（判時 800 号 105 頁）〔宣広事件〕
〔事案の概要〕





たが，これを取り消すとした上で，債務者（新会社）は昭和 50 年 7 月 4 日に設立された
会社であり，申請外会社（旧会社）とは目的，資本金，株主，役員を異にする別会社であ
り，債務者と債権者との間には当初から何らの雇用関係もないなどと主張した。
　申請外会社は昭和 50 年 2 月 5 日に商号を株式会社北潮社から株式会社宣広に変更し，
同年 4 月 1 日から新たに広告，印刷等の営業を開始したが，同年 6 月 18 日に商号を元の
株式会社北潮社に戻すとともに同会社の名ではまもなく営業活動を休止した。他方で，同












































（24）米津・前掲注（19），193 頁。中村和雄「判批」民商 113 巻 4 ＝ 5 号 800 頁も参照
―34―



























































































































































































例を総括する―」労旬 1704 号 17 頁以下は，法人格否認・偽装解散論と実質的同一性論の合わせ技により，
新会社の雇用責任を導く大阪地裁堺支部判決について，いかにも大がかりで迂遠な議論を行っていることを















（5）大阪高裁平成 19 年 10 月 26 日判決（労判 975 号 50 頁）〔第一交通産業（佐野第一
交通）事件〕
〔裁判所の判断〕


















あると認められる場合に該当するので，1 審原告組合員である 1 審原告らは，親会社であ

































































（ただし，その抗告審である大阪高裁平成 17 年 3 月 30 日決定・労判 896 号 64 頁は，上
記大阪地裁堺支部判決と同様の立場に立っている）（29）。







































































（30）控訴審である東京高裁平成 23 年 10 月 26 日判決（労判 1049 号 71 頁）は次の事実に着目する。
 ・　旧会社は，従業員の給料の支払の遅滞や不払を累積させ，未払賃金請求訴訟が全国各地で多数係属したが，
これを平成 18 年 9 月以降全く支払うことなく，倒産直前の累積未払賃金合計額は 1 億円近くとなっている
一方で，原審被告の新会社 1 に対する多額の業務委託費や原審被告の新会社 2 に対する多額の日本語教育新
聞代及び業務委託費等は優先して支払っていること
 ・　新会社 2 は，平成 18 年 4 月ころから新会社 1 と競合する日本語教師養成講座を開講して受講生を新会社 2
に移管しており，旧会社は，倒産直前に多額の滞納家賃及び更新料を支払うことによって，本店所在地であ
る第 2 ビル 2 階及び 3 階の賃借権及び保証金返還請求権を新会社 2 に承継させていること
 ・　旧会社の倒産直後には，受講生及び顧客データを新会社 2 及び新会社 1 に無償で譲渡するなど，その営業を
新会社 2 及び新会社 1 に譲渡し，その結果，旧会社は多額の累積未払賃金債務を残したまま倒産し，新会社
2 及び新会社 1 は，従前，旧会社が行っていたものと実質的に同一の事業を継続したこと
 　　　そして，高裁判決は，これらの事実を総合すれば，旧会社は，特段の事情が認められない限り，控訴人そ
の他の債権者に対して負担する多額の未払賃金等の債務を免れる目的で，営業等を新会社 2 及び新会社 1 に
承継させ，自らを倒産させたものと推認することが相当であり，旧会社は，上記のような手段を弄して，自
己の営業を新会社 2 及び新会社 1 に承継させた上，自己の債務を免れる目的で自らを倒産させたと認められ
るのであり，このことは，法形式を整えてはいるものの，全体としてみれば違法というほかなく，これに関
与した者には一定の要件を充足すれば民事責任が生じうるものというべきである，としている。
（31）この点は，京都地裁平成 28 年 4 月 15 日判決（労判 1143 号 52 頁）〔メルファイ事件〕も参考となる。
（32）奥山恒朗「いわゆる法人格否認の法理と実際」鈴木忠一＝三ヶ月章監修『実務民事訴訟 5　会社訴訟・特許
訴訟』172 頁（日本評論社 1969）。なお，小俣勝治「使用者概念の変化と法」日本労働法学会編『講座 21 世









































































（4） ブリュワ前掲書　266 頁から 268 頁。
（5） 中里実『財政と金融の法的構造』（有斐閣 2018）。
―47―






























　ジェファソンの国立銀行反対論は，1791 年 2 月 15 日に提出された，『国立銀行の合憲
性に関する意見』に示されている（9）。この意見書は，アレクサンダー・ハミルトンによる，
1790 年 11 月 13 日に示された『国立銀行に関する報告書』に対する応答として，国務長







































ソ ン は，「我 が 国 の 主 な 市 民 は， 共 和 主 義 原 理 に 忠 実 で あ り， 土 地 利 害（landed
interest）のすべてが共和主義的である」とし（13），また，連邦憲法制定前にジェイムズ・


































































































































































































































































































































出版 2018）176 頁から 177 頁。





































 （2018.5.20 受稿，2018.6.30 受理）
（44） 森村進「「大地の用益権は生きている人々に属する」:財産権と世代間正義についてのジェファーソンの見解」
一橋法学第 5 巻 3 号（2006）715 頁から 762 頁。
―58―




















































































（1） 渋沢栄一（青淵先生）「本邦公債制度の起源」（『龍門雑誌』265 号），12 ページ。











































































































































　3 月 21 日，一行はアラビア半島のアデンに入港した。渋沢の回顧録には原住民は朽ち
果てた家屋に住んでいるが，欧州人は別天地のような良い所にいるなどと記している（22）。


































　3 月 27 日朝，一行はアレキサンドリアに到着し，市内の博物館などを見学した。そして，












　一行は，マルセイユを立ち，リヨンで一泊し，4 月 11 日夕方，横浜を出発してから 56





































































一面が窺える。そしてシャルグラン通り 30 番地にアパートを見つけ 5 月 15 日に移った。
このアパートは凱旋門の直ぐそばにあり，徳川昭武が泊まっているグランドホテルからも
写真⑥　ペルゴーレ街の館にて
























































（40）渋沢栄一著，守屋淳編訳『現代語訳　渋沢栄一自伝』，139 ページでは，6 月 4 日となっているが，渋沢栄一（青
淵），杉浦靄人，『航西日記』では，6 月 8 日となっている。前後関係から見て，6 月 8 日が正当であろう。
（41）渋沢栄一（青淵），杉浦靄人，『航西日記』75-76 ページ。
―72―
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写真⑩　ペルゴーレ街の館の入り口
2013.12.31. 著者撮影　ペルゴーレ街 53 番地の入り口
写真⑪　RueMarbeau より撮影したペ
ルゴーレ街 53番地の入り口
























般口演 , 一般演題抄録 , 第 41 回日本歯科医史学会・第 114 回日本医史学会合同総会および学術大会）』（「日本
歯科医史学会会誌」），195 ページは，「渋沢が関与した福祉医療事業は，パリ・ヨーロッパ滞在中の渋沢自身
の体験や，人脈が関与する例が多い」としている。
（44）渋沢栄一（青淵），杉浦靄人，『航西日記』79 ページには，「（西洋 6 月 13 日）雨午後 2 時巴里パツシイ郷ペ
ルゴレイズ街 53 番といふへ転宿せり……」と記されている。
―74―











































































































　ところで，渋沢は，徳川昭武に随行して，博覧会場に，この 6 月 20 日の他に，7 月 3
日の午後にも訪れ見学している。徳川昭武はさらに，9 月 1 日と 10 月 12 日にも博覧会を







日以外の日記には，いずれもせいぜい同道者の名しか記されていない。6 月 20 日の記述
はとても詳しい。他の日に見学した場所なども纏めて，この日の日記に記した可能性もあ
ろう。一日で見学しきれないような内容となっている。
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〈新聞の便利性を認識〉
　現地の新聞（LeTemps紙）は，万博の記事を EXPOSITIONUNIVERSELL とタイト

















（55） 1867 年 7 月 1 日の LeTemps 紙の書き出しは，”Pendantplusd’undemi-siècle,tantqu’onneconhaissait,en



















































































　9 月 13 日，昭武らは，スイスを立ちオランダに向かった。オランダとは古くから親交








　9 月 24 日，列車にてブラッセルに到着した。9 月 25 日，国王に謁見し国王主催の劇を
見た。9 月 26 日より，陸軍学校，軍関連施設，砲台，砲製造所などを見学した。9 月 30 日，
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〈鉄道の便利性を認識〉
　10 月 9 日，一行は列車でベルギーを立ち，パリに戻った。パリで一週間ほど昭武らは
博覧会の会場に行ったり市内見物などしたりして過ごした（73）。









　11 月 6 日，一行はマルタ島に行き，そこからマルセイユに渡り，リヨンを経由して，
11 月 18 日，一行はパリに戻った。行事などもなく，一行は休息を取ったのであろう。『航
西日記』に，晴無事，曇無事という記載が続いている。
　12 月 1 日，一行は英国へ向けパリを立ち，カレイ港に到着した。12 月 2 日，英ドーバー















　12 月 10 日には，イングランド銀行を見学し，「場所広大にて製作の方頗る簡易軽便且
つ厳粛なり」「造幣局は地金の溶陶より板金の製法，および円形圧裁する器械，幣面の模
様を印出する方」，「造作せし貨幣の分量権衡の検査等，また紙幣の製造，極めて精緻にて，













































































































































































　1868 年（明治元年）12 月 16 日，渋沢は帰国した。そして渋沢は，徳川慶喜が謹慎して
いた静岡藩の勘定組頭となり，翌年，藩の産業開発のために商法会所を設立し，実務責任
者となった。
　1869 年 10 月，渋沢は新政府に呼び出され，大蔵省租税正という職を仰せつけられた。
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共性を重視しいた点において異なっていた（122）。岩崎の利益追求の姿勢は，例えば明治 7
年頃から暫くの間において三菱が日本の海運業を独占することにより大きな利益を上げる







































































































































































































































　その後，明治 29 年 9 月，第一国立銀行は，営業満期となったのを期に，株式会社第一


















（165）渋沢倉庫株式会社社史編纂委員会『渋沢倉庫の 80 年』，31 ページは，渋沢は「パリの万国博覧会に参列する
幕府使節徳川民部に随行してフランスに遊学した際倉庫証券（売買用と抵当用の二枚証券）の制度を研究し
て帰朝した，実に，わが国近代倉庫業における先駆者であったのである」と記している。


























平野は造船の職工を苦労して集め，明治 10 年に 128 人の職人を使用して事業を始めた。
同所は明治 10 年にまず 34 総トンの小型の汽船を一隻建造し，建造後に河川交通の会社社
長を説得して買い取ってもらっている。同年の収支は，売上 6,132 円，利益は赤字の
11,369 円であった。汽船を建造しても当時はまだ汽船の効用を理解されず売ることが難し
く，同所は帆船の建造や船舶の修理で売上を確保した。その後，明治 11 年の売上 72,579 円，
利益 5,396 円，明治 12 年の売上 106,313 円，損失 5,936 円，明治 13 年の売上 146,467 円，
利益 13,233 円，明治 14 年の売上 199,267 円，利益 14,178 円という業績で，創業後数年で
収支は安定し，また少しずつ汽船の建造も増えて造船所らしくなっていった（175）。
　平野は，明治 12 ないし 13 年ころ初めて渋沢に面談して，造船業の重要性を渋沢に熱心




















んだ末に第一銀行より 7 － 8 万円融資させた（178）。その後も石川島造船所の資金繰りは厳
しい状況が続き，明治 18 年，渋沢は，華族鍋島家，宇和島伊達家に支援を要請し，渋沢
が 4 万円，鍋島家が 3 万円，伊達家が 3 万円を各々出資し匿名組合を作り，平野に融資し
た（179）。
　ところで，明治 14 年に日本海軍は 20 年間に亘る造艦政策を定め，海軍の充実を図った。










された。新会社は明治 22 年 1 月に資本金 175,000 円で有限責任石川島造船所として営業
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行った。浦賀船渠は東京石川島よりも半年遅れて，明治 33 年 1 月に開業し，社長は元逓
信省管船局長の塚原周造が選ばれ，資本金は 100 万円であった（193）。両社の無益な競争を







（187）公益財団法人渋沢栄一記念財団，『渋沢栄一伝記資料』11 巻 626-627 ページの石川島造船所取締役栗田金太
郎談では，「浦賀分工場は百万円かけて出来まして，私は機械課長として参つてをりました。子爵は時々来
られて ---- 丁度日清戦争後で疲弊してゐた時代でしたが ----『日本の造船業が大きくならねば，日本の国は栄え
ぬ』とおっしゃって我々若い者を励まされました」と記されている。












るような状況となった（196）。そして，明治 34 年 8 月，両社の取締役会は無条件での合併を
承認し，石川島の株主総会も賛成を可決したが，浦賀の株主総会では否決されてしまっ
た（197）。これは浦賀の合併調査委員会が合併について不利という結論を出したことによ





















（196）公益財団法人渋沢栄一記念財団，『渋沢栄一伝記資料』11 巻 645 ページを参考とした。
（197）寺谷武明『日本近代造船史序説』，134-135 ページ及び公益財団法人渋沢栄一記念財団，『渋沢栄一伝記資料』
11 巻 649 ペーを参考とした。
（198）浦賀船渠株式会社『浦賀船溝六十年史』，103 ぺージを参考とした。
（199）浦賀船渠株式会社『浦賀船溝六十年史』，104 ページを参考とした。
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態勢はようやく整うに至った（223）」。会社が合併するには，今日に至るまで，合併比率を含
めた諸条件を株主などの関係者が応諾することが重要となる。まず 2 社の資産額は，共同
は 6,526,340 円，三菱は 5,543,418 円と査定された。各々の割合は約 0.54 対 0.46 である。
そして新会社の資本金を 11 百万として，合併比率を 6 対 5（約 0.545 対 0.455）とし，こ
れに対して政府が 15 年間年 8 分の利益補給を保証するという条件で，株主など関係者の
合意に至った。政府は新会社を日本郵船と命名し明治 18 年 9 月 29 日設立が認可された（224）。
　一方，関西においても明治 10 年頃より多くの商船会社が乱立する状態で，明治 15 年よ

















あるものの，当時の日本インド間の航路は，英国の P&O 汽船など外国の 3 社による寡占
状態で，運賃は高い状況となっていた（232）。日本郵船と紡績会社との複雑な交渉を経て，「郵
船と紡績聯合会社側との協定が出来て，新航路開始の運びに迄漕き付けた（233）」。かくして，







（229）日本郵船株式会社『七十年史』，42 ページによると，明治 24 年グループの創始者 R.D.Tata が来日し，明治



















日本側は耐えた（237）。すると，P&O 汽船は，明治 28 年 11 月，英国外務省を通じて，駐英
公使加藤高明に仲裁を申し入れてきた。明治 29 年 5 月に運賃合同計算契約が締結され，2
























（241）恩田睦「渋沢栄一の鉄道構想」（『渋沢研究』第 24 号），27-28 ページを参考とした。
（242）島田昌和『渋沢栄一の企業者活動の研究』，92-93 ページを参考とした。
―108―
































（246）恩田睦「渋沢栄一の鉄道構想」（『渋沢研究』第 24 号），38-39 ページを参考とした。
（247）恩田睦「渋沢栄一の鉄道構想」（『渋沢研究』第 25 号），5 ページを参考とした。











　つぎに，明治 9 年 7 月に創業したばかりの三井物産の益田社長が中心となって，中外物
























































　渋沢は，明治 6 年 5 月に退官すると，明治 7 年 1 月に抄紙会社より会社の事務取扱権限
の委任を受けた（263）。そして渋沢は「明治 30 年頃迄同会社の経営の衝に当つたが，其の基
礎を築き上げる迄には一通りならぬ苦心を要した」と述べている（264）。王子製紙は明治 8







になつた」と述べている（266）。明治 8 年 10 月に白紙製造に成功したことから，12 月 16 日
に開業式を挙行した（267）。しかし製品の品質は良くならず，「粗悪な品で，苦心して製造し












































































際病院にすることを発案した。米国より寄付金，設立委員も来たことから，大正 3 年 7 月，
大隈重信首相が，国際病院設立計画評議会を開き，首相が会長，渋沢ら 3 名が副会長に就
任した。大正 4 年 3 月 24 日の評議会で，病院の敷地購入手続きは渋沢に任せられた。渋
沢は大正 8 年には，評議会の会長に就任した。新しい敷地は，築地近くの明石町となり，
大正 12 年 3 月に工事が始まった。同年 9 月 1 日の関東大震災の火災で病院の施設は全て







































































































があった（294）。渋沢は明治 9 年 5 月 11 日に東京養育院事務長（事実上のトップ）に就任し
たが，これが渋沢の福祉活動の開始であると考えられている（295）。
　明治 9 年から 12 年の間，東京府の直轄事業であったが，経費は依然として共有金から
























（299）山名敦子「明治期の東京養育院―『公設』の原型をめぐる」（『渋沢研究』第 4 号），4 ページ，および島田昌
和『渋沢栄一　社会企業家の先駆者』，183 ページを参考とした。
（300）島田昌和『渋沢栄一　社会企業家の先駆者』，183 ページを参考とした。





















































































































であった。ようやく明治 39 年 10 月 18 日に帝国劇場株式会社の発起人総会が実業家 31 人




外国からの貴賓を接遇できるものとした（329）。明治 43 年 2 月 26 日，株主総会にて，渋沢
















































（333）公益財団法人渋沢栄一記念財団，『渋沢栄一伝記資料』2 巻 516-520 ページを参考とした。


































































































39 年 10 月 18 日に帝国劇場株式会社の発起人総会が実業家 31 人により開かれ，渋沢が創
立委員長となった。翌 40 年 2 月に設立手続きが行われ，取締役会長に渋沢栄一が選ばれた。





































































（335）渋沢栄一（青淵先生）「本邦公債制度の起源」（『龍門雑誌』第 265 号），12 ページ。
―124―

















































































































































































































島原藩下屋敷（現在の慶応三田近く）、F. ベアト 1860 年代撮影
出典：『レンズが撮らえた F. ベアトの幕末』35 ページより複写
写真⑱
上野彦馬邸付近、上野彦馬 1866 年頃撮影
出典：『レンズが撮えた 150 年前の日本』172 ページより複写
―130―
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徴求しても困難さがある。これに対し，今般 PSC Regime では登記（登録）を見れば判
（1） 拙稿「英国金融法制と Senior Management Regime―コーポレート・ガバナンス・コードの交錯，裁判例を
通じたソフトローの変容，上級管理者機能（SMFs）および域外適用―」日本法学第 81 巻第 2 号（2015 年
10 月 20 日）1-61 頁。
（2） 拙稿「我が国のコ－ポレ－ト・ガバナンス改革の転換点とリスクマネジメントならびに英国型ガバナンス改
革の功罪」千葉商大論叢第 54 巻第 2 号（2017 年 3 月 31 日）289-310 頁。
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　今般の PSC Regime 創設の背景には，2011 年英国 FSA （Financial Services Authority 
金融サービス機構）が 27 行を検査した結果，英国外の不審な送金の監視を怠るなどマネー
ロンダリング対策が多くの銀行で実施されていないことが判明した事情がある（3）。FSA
は銀行業界のマネーロンダリング防止施策を調査し，英国銀行の 4 分の 3 程度は政治指導
者や関係者などが違法に得た資金の受け取りを禁じた規則に従っていない旨を発表した。
2．英国中小事業法における PSC の登記（PSC register） 
（1）　PSC レジスタ－の導入
　2016 年 4 月 6 日より英国におけるほとんどの株式会社と LLPs（most UK incorporated 
companies and LLPs）は，PSC（重要なコントロール機能）を有する個人または法人につ
いて登記（レジスター）を行うことが求められることとなった（PSC register）（4）。PSC







　PSC レジスターの要件は 2015 年 3 月 26 日議会提案を受け，英国中小事業法（the 
Small Business, Enterprise and Employment Act 2015, the Act）に導入された。The 
Act は，英国 2006 年会社法（CA 2006）の中に新しいパート 21A ならびにスケジュール
1A および 1B （a new Part 21A and Schedules 1A and 1B ）を挿入し，PSC レジスター
のフレームワークを含んでおり，ほとんどの英国企業では 2016 年 4 月 6 日から具備する
ことが求められる。引き続いて二次立法が PSC レジスターの詳細な態様を充足するため
に必要とされ，PSC 規定（the Register of People with Significant Control Regulations 
2016, the PSC Regulations）がこの目的のために策定された。PSC 規定は 2016 年 3 月 21
日公開され，2016 年 4 月 6 日施行されている。
　PSC Regime は企業の場合と同様に有限責任事業組合（LLPs）にも適用される。その
ために必要な規制として the Limited Liability Partnerships （Register of People with 
（3） The Wall Street Journal 「英国の FSA，マネーロンダリングで銀行の責任を追及」（2011 年 6 月 23 日）。
http://jp.wsj.com/public/page/0_0_WJPP_7000-253197.html. 本稿の問題意識は，日本政策投資銀行ロンドン
現地法人 長弘英幸 Chief Operating Officer（当時）とのディスカッションに基づくところもある。この機会
に感謝申し上げたい。もちろん本稿における注（4）の翻訳などを含めて文責は全て筆者にある。
（4） The Register of People with Significant Control Regulations 2016,
 https://www.legislation.gov.uk/ukdsi/2016/9780111143018.
 本編においては Small Business Act: Register of people with significant control,
 http://www.elexica.com/en/legal-topics/corporate-governance-and-compliance/ 05 -small-business-act-psc-
register. を参照した。
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Significant Control） Regulations 2016 （the LLP Regulations）が 2016 年 3 月 18 日に制定
され，4 月 6 日発効している。CA2006，a new Part 21A and Schedules 1A and 1B，
PSC Regulations は修正された上で LLPs にも適用される。
　英国政府は，この新制度の実施のために次のガイダンスを公表している。① PSC（非法
令）ガイダンス：Non-statutory guidance for companies, societates europaeae and LLPs 
explaining the general requirements for identifying and registering PSCs （the PSC 
guidance） に お い て，societates europaeae（SE） は EU の 公 開 企 業 で あ る（a public 
company registered in accordance with the corporate law of the European Union （EU））。
②①の要約：Non-statutory summary version of the PSC guidance for companies. ③ PSC
の登記要件のガイダンス：Non-statutory guidance for people with significant control - this 
is a guide to the PSC register requirements aimed at those individuals and entities that 
may be identified as PSCs. ④重要な影響・支配の意味に関する法令上のガイダンス：
Statutory guidance specifically on the meaning of “significant influence or control” in the 
context of companies and separately for LLPs.




行動）。登記所（Companies House）はまた PSC に関する情報を隠し，抑制するための保
護制度（the protection regime for suppressing PSC information）を公開している。
（3）　PSC レジスタ－を維持する必要がある企業
　The Act の下で，無限責任会社（unlimited companies），株式有限責任会社あるいは保
証 有 限 責 任 会 社（companies limited by shares or by guarantee）（5）お よ び societates 
europaeae（SE）により制限される企業を含む全ての英国の株式会社は，FCA の開示規則
お よ び 透 明 性 規 則（DTRS） の 第 5 章（Chapter 5 of the FCA Disclosure Rules and 
Transparency Rules  DTRs） が適用される場合を除き，PSC レジスターを維持する必要
（5） 川島いづみ・中村信男「イギリス 2006 年会社法（1）」比較法学第 41 巻 2 号（2008 年 1 月）361-395 頁。
Jetro ロンドンセンター（ロッチマン・ランダウ法律事務所委託）「英国会社法改正（The Company Act 
2006）」ユーロトレンド（2011 年 2 月）1-55 頁，Jetro ロンドン事務所ビジネス展開支援部・ビジネス展開
支援課「2015 年英国における企業設立について」（2015 年 10 月）1-36 頁。英国の 2006 年会社法（Companies 
Act 2006）において，会社（company）の分類に関し，公開会社（public company）および私会社（private 
company）に分けられている。公開会社は，株式有限責任会社（company limited by shares）および株式資
本を有する保証有限責任会社（company limited by guarantee and having a share capital）の中で，基本定
款（certificate of incorporation）で公開会社である旨の定めを置き，かつ公開会社としての登記または再登
記に関する一定要件を具備するものである。この公開会社は，有価証券の公募が許され，かつ最低資本金制
度が適用される。公開会社である有限責任会社（limited company）は，原則として，public limited 
company （p.l.c.）を付すことになる。他方で，私会社（private company）は，株式資本を有さない保証有限
責任会社（company limited by guarantee and having no share capital）および無限責任会社（unlimited 
company）は全て私会社となる。有価証券は公募できず，最低資本金制度適用もない。私会社である有限責
任会社（private limited company）は，原則として，limited （ltd.）を付すことになるが，無限責任会社には
名称についての規制はない。
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　英国所管大臣（The Secretary of State）はまた，PSC レジスターの要件から他の企業
を除く規制を作る権限を与えられている。PSC 規制は，全ての EEA 国（（European 
Economic Area）EEA state）における取引・規制市場に関わることが許されている議決





　The Act 自体は有限責任事業組合（LLPs）に PSC レジスターの要件を拡張するもので
はないが，LLP 規制は，適切な限りにおいて他の企業同様に LLPs に PSC Regime を適
用することになる。
（4）　PSC 情報に関連して登記所に対する最初の提出義務
　2016 年 6 月 30 日以降 PSC レジスターを求められる全ての企業は，登記所にレジスター
情報を提供する必要があり，同時に確認書を毎年作成することが求められる。2017 年 6
月 30 日までに，関連企業は最初の PSC 情報を登記所に提出する必要がある。また 2016
年 6 月 30 日以降新しく会社を設立しようとする者は，他の通常の設立に必要な文書と共
に，最初の重要な支配に関する声明（statement of initial significant control）を登記所に
提出（file）しなければならない。これには，登記可能な PSC または当該企業の関連する
法人（relevant legal entity of the company on incorporation）となるような全ての人物
を含むものとなる。登記可能な PSC または法人が存在しない場合，その旨の声明を行う
ことになる。The Act は，全ての PSC 情報を最新のものとすることを求めている。
3．重要なコントロールを持つ人物（PSC）　
　2006 年会社法 21A に該当する全ての企業は，自社に影響を及ぼす PSC の人物を調べる
ための合理的措置をとることを要求される。PSC に該当する人物が不在の場合も PSC レ
ジスターを維持する必要がある。
　PSC （people with significant control）は，会社との関係で以下の条件のうちの少なく
とも 1 つを充足する個人として定義されている。




条件 2： 直接的または間接的に当該会社の議決権の 25％以上を保持している個人。買い戻
（6） 1995 年に英ロンドン証券取引所（LSE）が創設した新興企業向け市場の名称である。
（7） Schedule 1 to the PSC Regulations.
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に関し，ボードの投票では過半数により信認された取締役（directors who carry 
a majority in board votes）について，それでもこれを選任または解任できる権
利を持っているかどうか，ということである。2 層（two-tier）ボード（8）の構造を
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　直接および間接保有について，上記の通り，個人は直接的または間接的に株式あるいは




























示要件に従っていること。第 21A （CA2006）の下で独自の PSC の登記を続け，PSC 規則
に従い英国または EEA 内の他の場所またはスイス，米国，日本，イスラエルにおける指
定された規制市場において取引を認められた議決権株式を有していること。
　PSC は非登記が可能である場合，その詳細は PSC レジスタに含まれるべきではない。
その代替として，個々の会社が自身の利益を保持している RLEs の 1 つの詳細がレジスタ
に含まれることになる。次のような事例で示したい。
　事例 1 として，person1 と 2 が各々英国内の A 社の株式の 50％を直接保有している事
例である。PSC レジスターにおいては，両者共に A 社における登記可能な PSC となる。
　事例 2 として，C 社が英国内企業（RLE），B 社は海外企業（非 RLE）であるが C 社の
100％子会社（完全子会社），その B 社の更に 100％子会社として英国 A 社が存在し，か
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かる状況下で person1 が C 社に対して 100％の株式を保有している事例である。person1
は A 社に対しては直接の利益を保持していないが，法人（会社 B と C 社）チェーンを介
して A 社に間接的な利益を持っている。person1 は，B 社と C 社の各々に対して重要な
支配を及ぼしており，C 社は A 社の RLE となる。
　この事例では person1 は A 社の登記可能な PSC ではなく，その会社の PSC レジスター
には含まれるべきではないことを意味している。しかし person1 は，C 社の登記可能な
PSC となり，その会社の PSC レジスターに含まれるべきこととなる。 
　事例 3 では，person1 と C 社（英国内企業（RLE）），B 社（海外企業（非 RLE））の関
係は事例 2 と同様であるが，B 社が 80％の株式を保有する子会社として英国 A 社が存在
する事例である。person1 は，英国 A 企業の 20％の株式を直接保有している。この直接
保持する株式分では，株式全体の 25％未満であることから person1 を A 社の PSC とする
には十分ではない。しかしながら会社 B と C を通じて A 社に対する間接的利益を加えて，
この person1 の保有する 20％の直接的利益が増幅すれば（aggregated with），person1 は
直接的または間接的な利益として A 社の株式全体の 25％を有することになり，A 社の登
記可能な PSC となる。即ち person1 は，別の法人を通じて自己の利益の全てを保持して
いないとして，登録可能になる。person1 は，直接および間接的に株式の総数（100 ％）
を保持するものとして，A 社の PSC レジスターに入力する必要がある。
5．個人でなく法人として PSC レジスターへの登記
　定義上は PSC は個人であり，法人（会社あるいは LLP）ではないが，上記のとおり，
企業は個人でなく，法人によって所有あるいは支配されることがあり得る。企業の PSC
レジスターに含まれるためには，法人は関連性（RLE）があり，登記が可能でなくてはな
らない。RLE は，該企業にとって所有チェーンにおける最初の RLE であれば登記が可能
となる。法人が RLE でない場合，RLE は登記は可能とならず，その詳細も PSC レジスター
には掲載されない。例として，Non-UK 企業が自身の開示要求に従っていない場合には
RLE となることができず，それゆえに PSC レジスターにも含まれない。こうした状況に
おいて法人における多数の利害（majority stake）を有する個人，あるいは RLE を識別
するために企業は当該法人における所有と支配の状況を観察することが求められる。
　事例 3 では，会社 B は RLE ではなく，そのために登記は可能とならず，会社 A の
PSC レジスターにも掲載されるべきではない。会社 A としてはその会社の majority 
stake を持つ者は誰か，果たして登記が可能な PSC あるいは RLE なのか，を認識するた
めに会社 B の所有と支配の状況を観察しなければならない。会社 C は会社 B の majority 
stake を有しており，会社 A の RLE であり，また会社の所有チェーンにおける最初の
RLE として登記も可能である。企業 C は，従って会社 A の PSC レジスターにおいて登
記が可能な RLE として示されることになる。
6．PSC レジスターに含まれる事項　
　2016 年 4 月 6 日以降，会社の PSC レジスターは空欄とすることはできず，当該企業が
まだ登記可能な PSC あるいは RLE が存在するのか否かを調査中であれば登記において以
下の内容を記載しなければならない。「当該企業は，企業の関連で誰が登記可能な人物あ
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るいは登記が可能な関連法人（a registrable relevant legal entity）なのかを見つけ出す
上で採るべき合理的なステップ（taking reasonable steps）をまだ完了していない」。
　PSC ガイダンスの別表 2（Annex 2 of the PSC guidance）では，以下の特殊な状況に
おける必要な登記事項が示されている。即ち，当該企業が PSC あるいは登記可能な RLE
を持たない場合，企業との関連で登記が可能な人物が存在することは認識しているが，い




能な PSC となる日付。PSC となるための 5 つの条件のどれに当該個人が該当するのか，
関連する利害を含めて示すこと。例として当該企業の株式に占める割合。もし，条件 1 か
ら条件 3 の 1 つまたはそれ以上の条件に PSC が該当する場合，企業としては条件 4 に該
当するかどうかを確認することは要求されない。
　当該個人が 5 つの条件のどれに該当するのかを示すに当たり，オフィシャルな用語を使











当該法人の法的な形態，規律する法律（the entity’s legal form and governing law），当
該企業の関連でその法人が RLE となった日付。RLEs となるための 5 つの条件のどれに





　企業において関連の利益を持ち，登記可能な PSC あるいは RLE に関わる情報を求める
通知に正当な理由なく応答しない個人に対して，企業は制限を課すことができる。当該個
人もまた犯罪を犯すことになりかねない（may also be committing a criminal offence）。
個人は企業の株式を有し議決権を保持しているか，あるいは取締役会のメンバーを任命ま
たは解任する権利がある場合，かかる関連の利益を持つことになる。
　制限の通知を課すための（imposing a restrictions notice）プロセスは，次の通りである。
　企業は情報通知にかかる要求を提供し，通知の受信者が返信または通知の日から 1ヶ月
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PSC ガイダンスの附属書 3 には，サンプルの通知が含まれている。
　全ての制限の通知の効果として，効果的な形でその権利を有する者が権利行使をできな
くする（prevent the holder from exercising their rights）ことにある。関連の利益は移







制限を解除する必要がある（must lift any restrictions）。個人または法人は要求された
PSC の情報を提供し，あるいは要求を遵守しないことの正当な理由を提供し（provides a 
valid reason），企業がこの理由に満足している場合。企業がその制限が不当に第三者の権
利に影響を及ぼしている（unfairly affecting the rights of a third party）ことを発見した
場合。企業が裁判所から命令された場合。








各役員（every officer of the company who is in default）による犯罪となる。
9． PSC レジスターの保持と閲覧―PSC レジスターはどこに保持され，誰がそれを見る
ことができるか―
　2016 年 6 月 30 日以降，私企業と LLPs はその登録された事務所（または別の場所）で
なく，登記所において自身の PSC レジスターを維持するオプションを持つことになる。
登記所において自身の PSC レジスターを維持することを選択する結果の 1 つとして，全
ての PSC の誕生の完全な日付が公開されることがある。これらの PSC を保護するため，
登記所において自身の PSC レジスターを維持することを選択せんととする全ての企業は，
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少なくとも 14 日前までに，その意思を各 PSC または登録可能な RLE へ通知をしなけれ
ばならない。異論がなければ，その企業は選択の段階に進むことができる。
10． PSC はその詳細が公的に利用可能であることを停止できるか
　ほ と ん ど の PSC 情 報 は 公 開 さ れ る も の の，PSC Regime（people with significant 
control）は例外的な状況ではこの情報が抑制される（suppress）ように適用されること
を認めている。PSC 情報の保護には 2 つのカテゴリーがある。① PSC の居住アドレスを














制に関しては金融活動作業部会（Financial Action Task Force FATF）が国際協調推進
のため，1989 年アルシュ・サミット経済宣言を受け設立された。FATF 勧告として 2012






（Politically Exposed Persons 重要な公的地位を有する者）と高リスク顧客の管理。④実
質的所有者・支配者（Beneficial Owner）の把握。実行行為者は取引主体であることを隠
（9） 田中健太郎「アメリカ合衆国及びイタリア共和国におけるマネーロンダリング法制及びその実務―違法マ
ネーの入口（金融機関の顧客管理）から出口（犯罪収益の没収）まで―」預金保険研究第 17 号（2015 年 3 月）
1-139 頁参照。金惠京「アメリカにおけるマネー・ロンダリング対策の評価と課題－テロ防止の視点から－」
日本大学危機管理学研究創刊号（2017 年 3 月）60-75 頁。Federal Register/ Vol. 77, No. 43/ March 5, 2012, 
13052p. National Action Plan on Preventing the Misuse of Companies and Legal Arrangements June 18, 
2013.
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蔽すべく実質的に支配する法人または信託もしくは組合その他の法的取極め（legal 
arrangement）を用いて形式的名義人として取引を行うことがあり，背後で実質的に当該
法人または法的取極めを所有または支配する自然人を実質的所有者（Beneficial  Owne r 
BO）と称する。金融機関は顧客のリスク評価を行う場合，かかる実質的な所有者を把握
し情報収集する必要がある。実質的所有者の構成により顧客リスクは大きく異なる。


















を内容とする。第 2 フェーズでは米国財務省の FinCEN （Financial Crimes Enforcement 



















　我が国では 2013 年 4 月改正犯罪収益移転防止法（改正犯収法）施行により（注），





法 4 条 1 項），取引が 200 万円を超える財産の移転を伴う場合は資産および収入の状況の
確認を義務付けるといった厳格な顧客管理義務が新設された（犯収法施行令 11 条 1 項）。
しかしリスクの高い取引，なりすましが疑われる取引，関連取引時の確認事項を偽ってい
た疑いのある顧客等との取引などに限定され（犯収法 4 条 2 項 1 号，同法施行令 12 条 1
項 1 号 2 号），リスクベース・アプローチの採用が一般的に義務付けられてはいない。
  改正犯収法では顧客が法人の場合，金融機関に対し実質的所有者（実質的所有者または








1970 年 銀 行 秘 密 法，2001 年 USA PATRIOT 法（Uniting and Strengthening America 
by Providing Appropriate Tools Required to Intercept and Obstruct Terrorism） であ
り，銀行秘密法は金融機関に対し保有する顧客情報，取引情報を政府機関に提供すること
を義務付ける。USA PATRIOT 法は 2001 年同時多発テロを受け制定され，通信傍受の拡
充，マネーロンダリングおよびテロ資金供与規制などを強化するが，銀行秘密法のうち顧
客管理，取引記録の保管，法執行機関との情報共有などに関する規定について金融機関の
義務を強化する改正を行っている（13）。米国では USA PATRIOT 法により修正された銀行
秘密法および財務省規則が遵守すべき法制度，FinCEN ガイダンス，BSA/AML 検査マ





（12） FATF, Third Mutual Evaluation Report, Anti-Money Laundering and Combating the Financing of 
Terrorism, Japan, 17 Oct., 2008.
（13） 前掲注（7）田中健太郎 60-77 頁。
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（15） 前掲注（7）田中健太郎 61 頁注（177），69 頁注（196）。
（16） 31 U.S.C. § 5322.
（17） M. Kendall Day, Prosecuting Financial Institutions and Title 31 Offenses, United Attorney’s Bulletin, Sep. 
2013.
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第三章　英国のマネロン規制における罰則規定
　これまで英国マネロン規制に関しては，法人顧客の真の受益者の確認義務につき 2007 




は除く。MLR2007 規則 13（1）， 規則 13（2）ほか）。
　罰則について，金融機関が真の受益者の確認を含めた顧客デューデリジェンスの実施に
かかる義務（MLR2007 規則 7（1）に規定）に違反した場合，監督機関である金融サービス
庁は適正と考える金額の罰金（civil penalties）を課すことができる（MLR2007 規則 42（1））。
当該義務違反は以下の刑事罰の対象にもなる（MLR2007 規則 45（1））。（a） 即決裁判によ




　米国 FinCEN においても，銀行秘密法（Bank Secrecy Act）により資金洗浄防止にか
かる規制の制定権，規制執行にかかる権限を有する（31 U.S.C. §5318（h）（2）, 31USC 
§ 5318（a）（2））。事前通達（advance notice of proposed rulemaking）では触れていな





1． EU 第 4 次マネーロンダリング指令と PSC Regime―テロ資金調達ならびに仮想通貨
などの対策―
　実質的支配者あるいは PEPs，リスクベース・アプローチ，域外適用などの問題に関し




（18）金融庁「諸外国における金融機関のマネー・ローンダリング対策に係る調査」三菱 UFJ リサ－チ & コンサ
ルティング調査（2013 年 2 月）1-50 頁参照。英国について 1-16 頁。
（19）前掲注（16）金融庁・三菱 UFJ リサ－チ & コンサルティング調査 48-50 頁。Department of the Treasury, 
Financial Crimes Enforcement Network, “Customer Due Diligence Requirements for Financial 
Institutions,” 77 FR 13046 （March 5, 2012）. FIN-2010-G 001, “Guidance on Obtaining and Retaining 
Beneficial Ownership Information,”March 5, 2010. 
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Regime 制定が企図され，当該企業における実質的支配者を明白にする趣旨である。PSC 
Regime については国内法化として EU の枠組みの関連で一般法と特別法の関係，あるい
はむしろ FATF 勧告を反映した英国の新たな対応として位置付けることもできようか。











いる匿名の支払を店舗で 150 ユーロ，オンラインで 50 ユーロに制限すること。
　PSC Regime の有する主旨の 1 つに脱税幇助の撲滅がある。英国でマネロンの洗浄の対
象についてイリーガルなもの掲げるが，脱税も該当する。ダミー会社を使う事例もあり，
実質的支配者（beneficial owner BO）を注視することになる。
2．犯罪収益移転防止法と PSC Regime―PSC Regime の展望と我が国法制への敷衍―
（1）実質的支配者（BO）と重要な公的地位を有する者（PEPs）
　我が国の犯罪収益移転防止法はマネロン防止，テロ資金提供の禁止を主な目的とする。





　取引時確認に関して，改正により PEPs （Politically Exposed Persons 重要な公的地位
を有する者）にかかるハイリスク取引が追加され，米国法に比して概念の明確化が図られ
ているが欧州指令の文言は更に明確な内容となっている。英国ガイドラインでは政府高官
等であった者で PEPs に該当する者を過去 1 年間のいずれかのタイミングで政府高官等で
あった者に法令解釈により限定していると評価できる（22）。
（20） EU 離脱後の英国が同ルールを導入するかは不透明。透明性開示が問題となる信託について実質株主同様の
情報の一般開示が義務化されないことについて懸念も出されている。「【EU】EU 理事会と欧州議会 ，第 4 次
マネーロンダリング指令改正で合意。実質株主・受益者開示ルール導入」ニューラル サステナビリティ研究
所（2018 年 1 月 6 日）。 
 Money laundering and terrorist financing: Presidency and Parliament reach agreement, 20/12/2017 , 
European Council Council of the European Union.
（21） 中崎隆「犯罪収益移転防止法改正と実務対応」日本組織内弁護士協会（JILA）（2015 年 12 月 4 日）1-70 頁
参照。
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　また実質的支配者概念については犯罪収益移転防止法に定義がされている。25％基準な
ど基本的には英国 PSC Regime と内容は同様である。FATF メソドロジー（methodology）
によれば，事業者に対して邦人顧客の実質的支配者の確認を求めている。犯収法改正によ
り，法人顧客やその株主等および事業者にとっては負担が課されることとなる。
　我が国には法人自らが実質的支配者を把握する制度が存在せず，FATF 勧告 33 におい
て法人の実質的支配者を明らかにする仕組みの策定と事業者が利用可能なことが求められ














るよう義務付けなければならない（30 条 1 項）旨を規定する。法的な所有者および実質
的な所有者にかかる情報が Central Register （商業・法人登記簿）に登録されるようにし
なければならない（30 条 3 項）。
　犯収法では，実質的支配者の確認について実質的支配者の本人確認書類または写しの確
認のみならず，当該顧客等の代表者等から申告を受けることが必要である旨が改正によっ
て明記されている（4 条 1 項，2 項，改正規則 14 条 3 項）。          
　PEPs をハイリスク取引とする背景をみると，FATF 勧告 6 は事業者に対して顧客が
PEPs である場合，通常の顧客管理措置に加えて一定の措置を実施すべきことを求めてい
る。FATF は我が国法令には PEPs に関しかかる措置を義務付ける規定が置かれていな
いことを指摘し，PEPs とマネーロンダリングとの関係について PEPs はその立場からマ
ネーロンダリング等の犯罪に巻き込まれる潜在的脅威があり，個々の PEPs の事情に関わ
らず常にリスクの高いものとして取り扱われなければならないとする。PEPs は外国の国




　ハイリスク取引（PEPs 等）における顧客管理をみると，欧州指令では PEPs との取引
（22） 前掲注（19）中崎隆 14-20 頁，35-38 頁，41-42 頁，56 頁。
（23） 英国 PSC Regime についての記述の部分は筆者の所見であり，文責は筆者にある。
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の取引が記録事項に追加されている（改正規則 20 条 1 項 22 号）。PEPs と実質的支配者と
の関連では，代表者すら不在の法人はなく実質的支配者は必ず存在することになると解さ
れ，実質的支配者の有無の項目は記録事項から除外されている（規則 17 条 1 項 18 号参照）。
3．マネロン対策におけるリスクベ－ス・アプロ－チならびに米国規制
　FATF 第 4 次勧告 1 は，リスクベース・アプローチに立ちマネーロンダリング対策の
実施を明示的に打ち出し，犯罪収益移転防止法にも一部であるが取り入れられている。




度調査書の作成・公表が義務付けられ（3 条 3 項），このリスク評価と整合的な顧客管理
として危険度調査書の内容を踏まえた各種措置を行うべき努力義務が特定事業者に課せら










コンプライアンス対応に注力せざるを得なくなっている。2012 年 8 月イラン，シリアに
対する制裁強化を目的とした法律（Iran Threat Reduction and Syria Human Rights Act 
of 2012）が成立し，米国 SEC （証券監視委員会）上場企業に対し関連取引の報告が求め
られる等，義務の拡大が顕著となっている。
　米国では FCPA （Foreign Corrupt Practices Act 1977 海外腐敗防止法）が贈収賄に関
する法規制として存在するが，域外適用の傾向が特に顕著であり，本邦国内企業に対して
厳罰を課す事例も生じている（26）。英国 Bribery Act UKBA も贈収賄に関する法規制であ
（24） KPMG 「域外適用」（2013 年 5 月 22 日）。
 https://home.kpmg.com/jp/ja/home/insights/2013/10/extraterritorial-application.html
（25）「米国 OFAC 規制に関する留意点について」三菱 UFJ 銀行。
 http://www.bk.mufg.jp/tsukau/kaigai/soukin/OFAC_ryui.html.
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り，同様に域外適用が想定されている。





5． PSC Regime の制度設計―ハードローミックス，Senior Management Regime（SMR）
のアナロジー―
　以下は私見である。英国では 2016 年 3 月施行を目指して，企業経営者の規律にかかる
Senior Management Regime （SMR）の枠組み構築が進められている。英国金融サービス
市場法を根拠法とし，コード等により形成されるソフトローとのハードローミックスであ
る。従前の上級管理者を対象とする規制当局の個別の事前承認制度である Approved 









Senior Management Regime （SMR）の内容として，証明責任の転換により個人責任の追
及を容易にし，併せて刑事罰規定も設けるなど厳罰化，エンフォースメント強化を図って
おり，司法判断を契機としたソフトローのルール化，ハードロー化の様相も窺える。




みられる。これまでのマネロン関連規制が 2007 年資金洗浄規則（Money Laundering 
Regulation 2007 MLR2007）に根拠を有していたのと異なり，PSC Regime については英
国中小事業法という一般法に根拠を持たせ，登記制度導入と立証責任転換などにより真の
所有者の掌握などで幅広く実効性を高める内容である。
（26）経済産業省「平成 23 年度 中小企業の海外展開に係る不正競争等のリスクへの対応状況に関する調査 （外国
公務員贈賄規制法制に関する海外動向調査）」日本能率協会総合研究所（2012 年 3 月）1-102 頁。渡邊隆彦・
田澤元章・久保田隆・阿部博友・田中誠和「米国 FCPA 及び英国 Bribery Act の域外適用と企業のコンプ
ライアンス・プログラムの法的意義―米英日の比較―」専修ビジネス・レビューVol. 10　No. 1（2015 年）
75-94 頁。
（27）金融庁「米国の FATCA （外国口座税務コンプライアンス法）実施円滑化等のための日米当局の相互協力・
理解に関する声明」（2013 年 6 月 11 日）。
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 （2018.5.7 受稿，2018.6.11 受理）
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〔抄　録〕








経営者の規律にかかる Senior Management Regime （SMR）とのアナロジーも検討を行っ
た。論文掲載の貴重な機会を頂いた千葉商科大学には心から感謝の意を表したい。
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